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近年，中国企業の海外進出が顕著になってきている。海外市場を獲得する一方，現地社
会に対する責任への増加も一途を辿っている。そこで，中国企業の社会的責任の特徴とは
何かについて社会的関心が寄せられている。さらに，海外進出が進む中，労働や環境など
の社会的責任に関連する様々な問題がリスクとして顕在化しており，企業にも影響をもた
らすようになってきている。従って，企業が海外進出を通じて，持続可能な発展を実現す
るためにも，企業の社会的責任の課題やリスクに的確に対応することが求められる。本論
文は，海外進出を展開する大きな資本を有する企業に注目して，中国74社大手企業を対象
に，彼らの企業の社会的責任への取組について分析を行い，企業の社会的責任を実施する
ために必要とされること，推進における課題を模索する。海外における中国企業が社会的
責任への取組を取りまとめることおよび，各種課題にどのように対応すべきかを検討する
ための一助とする目的として研究を行った。
．は じ め に
グローバル化に伴って多国籍企業の各国への進出により，進出先の社会にも大きな影響を
及ぼしているから，企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility, CSR）は新たな課
題として大きくクローズアップされた。欧州，米国，日本といった先進国が CSR を進んで
いると言われているが，中国が先進国の CSR をキャッチアップすることが求められ，持続
可能な社会の実現に向けた取組が要求されている。世界各地で環境分野や社会分野など企業
が果たす経済分野以外の役割に目が向けられるようになってきている。言い換えると，CSR
を問われる時代になっている中，企業に対しては，財務業績だけで評価するにとどまらず，
環境への配慮をはじめとする従業員，消費者，住民といった様々な利害関係者
（Stakeholders，以下，ステークホルダー）への取組が求められるようになってきた。とり
わけ，企業が進出する地域では，ステークホルダーに利益を尊重しているかどうか強く要請
している。このような動向は，企業の経済的利益を優先することの今までの社会から，より
持続可能な社会へ転換しようとする議論がよくみられる。
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かつて，中国は海外からの投資を受入しており，多国籍企業の資金と技術を活用すること
により，著しい経済発展を遂げている。近年，中国企業がこれまで蓄積された資金と技術を
用いて海外進出が強まっている。ところで，海外進出により市場を獲得する一方，現地社会
に対する責任も増している。中国企業における労働や環境といった社会的責任に関連する
様々な課題が浮上し，取り沙汰されるようになった。中国企業に関する CSR 研究では，国
内での取組が頻繁に取り上げられた。筆者は海外における中国企業のCSRの特徴とは何か，
海外での経済活動の基盤がまだ国内に比べるものにならないとはいえ，それらの企業がどの
分野が重点に置いているのか，並びにどの分野の取組が不十分であるのか，という問題意識
を持っている。また，グローバル社会の持続可能な発展を推進するためにも，中国企業が国
内外における健全な経済活動を導く CSR の実施が大切である。その現状を解明するための
CSR 研究が欠かせないと考えられる。この考え方に基づき，本論文は中国大手企業に焦点
を当て，74社企業を対象に，その CSR の実態を把握することにした。本論文の目的は中国
大手企業の CSR の特徴を俯瞰するうえで，その CSR 行動の解明と今後の課題を明らかに
し，彼らの CSR を前進させるためのヒントを示唆するものとする。本論文の各章の主な内
容について，はじめには本研究の問題意識と目的が述べられた。第章は海外における中国
企業の社会的責任動向が示唆される。第章は分析対象である74社の CSR に関する具体的
な分析が展開される。最後は上記の考察が要約され，結論が示される。
．海外における中国企業の社会的責任動向
中国企業の海外進出が1990年代から輸出が引き続き増加するもとで，それまで緩やかに拡
大していた国有企業の海外請負工事および民間企業の対外直接投資が急拡大したが，本格化
したのは21世紀の初頭である。中国企業にとって，海外進出は企業の本来の経済活動だけで
なく，時により政府の政策に基づいて行動が要求される。それは，政府が強く後押しする
「走出去」政策にあった。「走出去」というのは，企業を海外に行かせるという意味で，即
ち，海外進出を支援することである。その支援戦略は2000年代以降における国家戦略として
推進し，「第 10次五ヶ年計画（2001-2005 年）」で打ち出され，「第 11次五ヶ年計画
（2006-2010年）」にも受け継がれていた。現在，海外進出への意欲は引き続き拡大の傾向に
ある。その契機は「一帯一路」を中心とする対外発展戦略が展開された
1)
。中国が2014年か
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1) 2014年11月に中国で開催された APEC（アジア太平洋経済協力）首脳会議で，中国政府が「一
帯一路（Belt and Road）」を提唱した。その中，「一帯」とは，陸路のことで，中国大陸から中央
アジアを経由して欧州に繋がる「シルクロード経済ベルト」の意味と，「一路」とは，海路のこと
で，中国沿海から東アジア，東南アジア，南アジア，アラビア半島，アフリカ東岸などを結ぶ「海
上シルクロード」の意味であり，主にインフラストラクチャー整備，投資，貿易を促進する経済圏
ら2015年にかけて設置した中国独自の政策判断で投資先を決めるファンドであるシルクロー
ド基金とアジアインフラ投資銀行（AIIB）などを通じて，主にシルクロードやアジアの関
係国に対しインフラストラクチャー整備への投資を行い，海外への投資推進により市場拡大
などの経済効果をねらう。それに伴い，2015年月に国家発展改革委員会等（2015）が公表
された「シルクロード経済区と21世紀海上シルクロードにおけるビジョンと行動」では，
「一帯一路」は，主にアジア・ヨーロッパ・アフリカにおける大陸および海域での各国が
「全方位，多層的，複合型」ネットワークを構築することであると指摘した。なお，李忠尚
（2016）は，「一帯一路」は中国の国家戦略であり，それは中国と東アジア，東南アジア，南
アジア，中央アジア，ヨーロッパ，アフリカなど地域における協力発展の重大な戦略構想で
あると述べた。この国家戦略のもと，中国企業の海外進出を推進する政策指針の明確化によ
って後押しされることとなった。中国共産党新聞網（2017）によれば，2017年10月に開催さ
れた「中国共産党第十九回全国代表大会」における党大会報告では“一帯一路建設為重点，
堅持引進来和走出去並重（「一帯一路」の構築を基盤に，外資誘致と海外進出が共に重要）”
が記述されており，国内市場を開放する姿勢が強調されたと同時に，海外進出への支援が段
階的に進められた。それに，中国は世界経済における存在感を高め，経済成長を続けてい
る。国家統計局（2018）によれば，2017年の成長率は6.9％となった。かつ，IMF（2017）
では，中国は2018年に6.5％の経済成長率を遂げると予想され，今後〜年にわたって力
強い成長を維持する潜在力を有するとの見解を示した。中国は今後もなお比較的高い成長を
支える潜在力を持っていることから，中国企業の海外進出が活発化していくと予想される。
上記のように，中国企業の海外進出がかなり顕著になってきている。では，直近のデータ
を採用してその状況を読み解いておこう。中国企業の対外直接投資に関する統計について
は，その実態を判断するのによく引用されているのは商務部などの部署が発表した「中国対
外直接投資統計公報」に関するデータである。商務部等（2017）によると，中国企業による
2016年対外直接投資額は前年比34.7％増の1,961億米ドルと中国が対外直接投資額統計の発
表を始めた2003年から14年続けてプラス成長を確保し，世界総額に占める割合は13.5％と史
上初めて割を超え，国・地域別で引き続き位となっている。また，同発表では，2016年
末時点で中国企業2.44万社は世界190国・地域で海外現地法人数3.72万社を設立し，M&A
（合併と買収）の動きも活発化しており，そのM&A分野は製造業，ソフトウェア・情報技
術サービス業，交通輸送・倉庫・郵政業など18の業種にわたって多様化が進んでいることを
示唆した。
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構想である。
中国企業による対外直接投資の急拡大に伴い，彼らの CSR に関する取組への関心が高ま
っている。そこで，海外進出を行う中国企業の社会的責任に関する研究を確認することにし
た。筆者が2018年月日時点で，中国最大の学術文献オンラインサービスである「知網」
を使用し，利用可能な全てのデータベースに対して検索を行った結果，「企業の社会的責任」
と「海外」というつのキーワードで36件の文献のみが検出された。ただし，一部は海外で
の CSR 行動に関するリリースニュースとして掲載されたが，関連性のあるものが30件程度
に留まっている。このデータベースの調査結果から，この分野に関する研究が比較的少ない
ことが確認できる。では，一部の研究を紹介する。中国企業の海外におけるコンプライアン
スの問題などからしばしば進出先政府や地元住民との間でコンフリクトが生じている。それ
ゆえに，多くの研究は現地のステークホルダーとのコミュニケーションに関する重要性が指
摘された。例を挙げると，于鵬・李麗（2016）は，国有企業がミャンマーでの発電用のミッ
ソンダム建設において環境問題への懸念もあり，地元で反対運動が巻き起こったことや，国
有企業がメキシコでの高速鉄道建設プロジェクトの落札において合法性や透明性に対する疑
惑が発生することを避けるものとして延期となった事例が紹介され，リスクマネジメントの
一環として，中国企業は現地政府といった特定のステークホルダーを重視するだけでなく，
地元住民やマスメディアなど様々なステークホルダーに対応すべきと言及された。さらに，
中国企業が海外の投資先の法律法規を遵守し，現地の風習を尊重することにより，法律訴訟
を回避させ，リスクを軽減させるべきことがよく指摘された。原詩萌（2017）は，中国企業
が異なる社会文化における企業の経営活動のリスクを減らすために，積極的かつ自主的に地
元政府，マスメディアなどを含めた様々なステークホルダーとのコミュニケーションの重要
性が提示された。関連として，今まで多くの研究が CSR をリスクマネジメントとして取る
べき研究として指摘されてきた。田中（2014）は，企業が様々な社会問題を解決するため
に，各ステークホルダーとコミュニケーションを取ることが重要であると結論付け，企業が
各ステークホルダーに対して CSR を活用してリスクマネジメントの効果を期待できること
が論じられた。ステークホルダーとコミュニケーションにおける重要性に関しては，学者だ
けでなく，関係機関にも提起された。TheAsia Foundation（et al., 2017）は中国企業の海外
における現地コミュニティとのコミュニケーションに関して，「Equality and Mutual
Benefits（平等と相互利益）」，「Seeking Common Ground While Tabling Differences（同に
つく異を残して）」，「Two-way Communication（双方向交流）」，「Being Consistent（情報
統一性の確保）」，「Respecting Local Customs（郷に入っては郷に従え）」，「Turning Words
into Deeds（有言実行）」のつの原則に基づく行動の必要性が強調され，様々なステーク
ホルダーへの対応として戦略を練って，専属部署による定期的に実行すべきことが提言され
た。
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こうした状況を反映して，ステークホルダーとの良好なコミュニケーションを取る手段と
して報告書を通じて，CSR 報告書を発行した企業も増えてきている。商道縦横（2016）に
よれば，CSR 報告書を発行した中国企業は，2008年155社，2009年623社，2010年744社，
2011年1,007社，2012年1,507社，2013年1,579社，2014年1,639社，2015年1,451社と2010年
代から急激に増えていることが確認された。並びに，殷格非等（2018）が公表した「中国企
業の社会的責任報告研究報告（2017）」では，中国において2016年が1,908冊，2017年が
2,027冊の CSR 報告書が公表していると述べられた。中国企業が CSR 報告書の発行により
積極的であることが伺える。これに対して，CSR 報告の意義が度々指摘されてきた。商道
縦横（2017）では，CSR の発展方向性をめぐって，証券取引所が上場企業の CSR 報告の情
報公開への指導がますます厳格になると指摘されたうえ，香港，ヨハネスブルク，マレーシ
アなど証券取引所が上場企業に対して，情報公開に関しては「守らなければ解釈せよ」との
通告を出したと述べられた。また，程（2017）は CSR 報告書の有用性が言及され，CSR 報
告書が企業と様々なステークホルダーとのコミュニケーション・ツールとして多くの企業に
重要視されるようになってきていると述べられ，企業がステークホルダーから高く評価して
もらうために，CSR情報開示の拡充の必要性が論じられた。
このほか，CSR 報告書を活用して，CSR を検証する研究機関が挙げられる。CSR専門の
研究機関として，中国科学院とともに中国のハイレベルな研究機関とされている中国社会科
学院のもとに，2008年月に「中国社会科学院経済学部企業社会責任研究中心」である
CSR を特化した研究センターが設置された。同研究センターは，目下，中国企業の CSR 報
告書を活用して，CSR に関する情報開示レベルおよび CSRガバナンス・マネジメントレベ
ルに関する評価活動を行い，CSR の理論的研究の強化や CSR の推進を着手している。同研
究センターの関係者である鐘宏武等（2017）では「海外における中国企業の社会的責任研究
報告（2016〜2017）の」が公表された。それは，海外における中国企業の社会的責任をマー
クし，中国商務部が発行した「2014年度中国対外直接投資統計公報」における非金融業種企
業の海外資産総額，および2014年対外直接投資残高と海外営業収入の情報に基づき，M&A
企業と除いて，最終的にランキング入りの上位100社を選定して調査対象にして，独自に評
価基準を策定し，ランク付けにあたった。彼らは，評価対象となる100社企業の海外におけ
る CSR 評価指標を，「責任管理（CSR のマネジメント）」と「責任実践（CSR の実施）」に
大別された。このうち，「責任管理」評価指標は「国別 CSR 報告書」，「CSR専属欄」，「海
外 CSR プレート」を包括しており，主に英文 CSR 報告書発行，英文 CSR情報欄，英文報
告書における海外での CSR情報公開について評価した
2)
。続いて，「責任実践」は国連開発
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2) CSR のマネジメント重要性について，于志宏（2017）は，多くの中国企業の海外における CSR
計画（UNDP）が取組んでいる持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals,
SDGs）の17項目に基づいて評価が行われた
3)
。この17項目の目標を達成するためには，将
来の世代により良い地球を残そうとする政府や企業などをはじめ，市民社会によるパートナ
ーシップが必要となる
4)
。しかしながら，取り上げられた100社のうち，26社は評価点数が0
となった。それらの企業は海外における CSR を全く実施していないと断定できず，企業に
よって CSR を実施したが，単なる CSR情報を公開しておらず，調査対象が公表した CSR
情報に基づいて評価したため，結果的に評価点数がになったとも考えられる。本論文は鐘
宏武等（2017）が公表した100社企業の評価点数に基づき，評価点数となった26社を除い
て，74社を対象にデータを集計して考察を至った。海外における中国74社大手企業の社会的
責任評価点数は表 2-1 で示された。なお，次章に取り上げられる図 3-1〜図 3-8 および表
3-3 〜表 3-4 はこの内容を基に作成されている。
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のマネジメントに関して「臨時性」と「随意性」という性質を指摘したうえ，商品品質管理や安心
安全な生産活動と同様に重要視すべきと強調した。また，黄速建等（2017）は，2016年における中
国企業トップ200社を対象に CSRのマネジメント状況を収集把握した結果，調査対象の44％が情報
公開していないと述べ，中国企業にとって CSR のマネジメントに関するシステム確立およびレベ
ルアップが重要であると指摘した。
3) 国連開発計画（2015）によれば，SDGs とは貧困に終止符を打ち，地球を保護し，全ての人が平
和と豊かさを享受できるようにすることを目指す普遍的な行動を呼びかけている。なお，SDGs の
目標17項目はいずれも，持続可能な開発，ガバナンスと気候変動などに対して UNDPの戦略計画
の重点分野と結び付いているとのことである。SDGs について，UNDP のホームページ（以下
HP）における記述を参照して，①「貧困を撲滅しよう」，②「飢餓をゼロに」，③「全ての人に健
康と福祉を」，④「質の高い教育を皆に」，⑤「ジェンダー平等を実現しよう」，⑥「安全な水とト
イレを皆に」，⑦「エネルギーを皆に，そしてクリーンに」，⑧「働き甲斐も経済成長も」，⑨「産
業と技術革新の基盤をつくろう」，⑩「人や国の不平等をなくそう」，⑪「住み続けられる町づくり
を」，⑫「つくる責任つかう責任」，⑬「気候変動に具体的な対策を」，⑭「海の豊かさを守ろう」，
⑮「陸の豊かさも守ろう」，⑯「平和と公正を全ての人に」，⑰「パートナーシップで目標を達成し
よう」という17項目を網羅しており，将来の世代の生活を持続可能な形で改善することを目指して
いる。
4) Syotao-Sustainability Solutions（2017）は企業の SDGs への取組を評価するのに重要なツールと
して，2017年度に関する CSR 報告は SDGs の特徴を有するものが多く出現するであろうと指摘し
た。ちなみに，2015年月に国連本部において「持続可能な開発のための2030アジェンダ」を採択
してから，コカ・コーラ社，バイエル社，ユニリーバ社，スタンダードチャータード銀行などの企
業は相次いでCSRに関する計画や行動において SDGs に応じて展開されている。
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5) 企業 HPにおける英文CSR情報欄の開設の有無を指す。
6) 英文報告書における海外でのCSR情報公開の有無を指す。
7) 分類不能の産業を指す。
表 2-1 中国74社大手企業の社会的責任評価点数
あるなしその他の産業7)中央企業中国節能環保グループ公司1819
52.35あるある建築業中央企業中国鉄路工程総公司2020
52.35
3
95.29あるある鉱業中央企業ペトロチャイナ12
民間企業
所有形態
製造業
業種
ある
英文
CSR
情報
欄5)
あるある
情報と技術
サービス業
中央企業チャイナモバイル1617
56.76なしある製造業中央企業中国航空工業グループ公司1818
56.76
1
ある鉱業中央企業中国有色鉱業グループ有限公司44
95.29ある
95.29
得点
ある
交通輸送サ
ービス業
民間企業海航グループ有限公司1
あるある建築業中央企業中国鉄道建築総公司1315
57.06あるある電力業中央企業国家電網公司1616
57.06
6
90.29なしある建築業
英文
報告
書公
開6)
1
順
位
中央企業中国電力建設グループ有限公司
番
号
ある
55
90.59ある
あるある
交通輸送サ
ービス業
中央企業中国遠洋海運グループ総公司1313
61.76あるある建築業中央企業中国交通建設グループ公司1314
61.76
あるなし建築業中央企業中国長江三峡グループ公司2727
華為技術有限公司
企業名
90.00あるある鉱業中央企業中国海洋石油総公司6
あるある製造業中央企業中国中鋼グループ公司1111
66.47あるある製造業中央企業中国中化グループ公司1212
61.76
あるある
交通輸送サ
ービス業
中央企業中国東方航空グループ公司2829
33.53あるある
情報と技術
サービス業
中央企業中国連合網絡通信グループ有限公司2828
37.94
あるある製造業民間企業レノボ99
71.76あるある鉱業中央企業シノペック910
66.76
なしある電力業中央企業国家電力投資グループ公司3031
33.24なしある鉱業国有企業兗鉱煤業股份有限公司3030
33.53
あるある鉱業中央企業中国五鉱グループ公司77
76.47あるなし製造業民間企業中興通信股份有限公司88
71.76
なしある建築業国有企業安徽省外経建設（グループ）有限公司3333
28.82あるある製造業中央企業宝鋼グループ有限公司3232
33.24
85.88
なしある製造業中央企業中国兵器工業グループ公司3335
28.53あるなしその他の産業国有企業北京控股グループ有限公司3334
28.53
あるある鉱業中央企業中国黄金グループ公司3637
24.12あるある電力業中央企業中国華能グループ公司3636
28.53
あるなし電力業中央企業中国国電グループ公司3839
23.82なしあるその他の産業国有企業中国中信グループ有限公司3838
24.12
23.82
あるある製造業中央企業中国化工グループ公司2525
38.24あるある製造業中央企業中国建材グループ有限公司2526
あるある製造業中央企業武漢鋼鉄（グループ）公司2323
42.94あるある電力業中央企業中国華電グループ公司2324
38.24
あるある建築業中央企業中国建築工程総公司2021
52.06あるなし製造業中央企業中国電子信息産業グループ有限公司2222
42.94
．中国大手企業の社会的責任に関する評価
本章は，中国74社大手企業の社会的責任に関する評価結果をまとめる。
3-1 所 有 形 態
本論文で取り上げられた企業所有形態の内訳は中央企業が41社（74社のうち56％)
8)
，国
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8) 「中央企業」とは中国国務院（最高国家行政機関）直属の国有資産監督管理委員会が出資し，中
9.41なしなし製造業国有企業中国重型汽車グループ有限公司7474
9.71
なしある製造業民間企業ハイアール3840
あるある不動産業民間企業万科企業股份有限公司4142
19.41あるある製造業中央企業中国船舶工業グループ公司4141
23.82
19.12なしある不動産業民間企業大連万達グループ股份有限公司4343
19.41
なしある製造業国有企業太原鋼鉄（グループ）有限公司5763
9.71なしある製造業国有企業濰柴動力股份有限公司5764
なしあるその他の産業国有企業厦門建発股份有限公司5761
9.71なしある不動産業国有企業深業グループ有限公司5762
9.71
なしある鉱業国有企業金川グループ股份有限公司5759
9.71なしある不動産業国有企業緑地グループ有限公司5760
9.71
なしある製造業民間企業TCLグループ股份有限公司5757
9.71なしあるその他の産業国有企業方正グループ有限公司5758
9.71
なしあるその他の産業国有企業広東粤海控股グループ有限公司4755
14.41なしある製造業民間企業三一重工股份有限公司4756
9.71
なしある鉱業国有企業紫金鉱業グループ股份有限公司4753
14.41なしあるその他の産業中央企業招商局グループ有限公司4754
14.41
なしある不動産業民間企業恒大グループ有限公司4751
14.41なしある建築業国有企業青建グループ股份公司4752
14.41
なしある製造業中央企業中糧グループ有限公司4749
14.41なしある製造業国有企業海信グループ有限公司4750
14.41
なしある製造業民間企業珠海格力電器股份有限公司4747
14.41なしある電力業中央企業中国広核グループ有限公司4748
14.41
なしあるその他の産業国有企業広州越秀グループ有限公司5765
19.12なしあるその他の産業民間企業復星国際有限公司4344
なしある製造業中央企業中国航天科技グループ公司4345
18.82なしなし鉱業中央企業中国鋁業公司4646
14.41
なしあるその他の産業中央企業華潤（グループ）公司5767
9.71なしある
交通輸送サ
ービス業
国有企業
中国国際海運集装箱（グループ）股份有限
公司
5766
9.71
19.12
なしあるその他の産業中央企業中国旅游グループ公司5769
9.71なしあるその他の産業中央企業中国保利グループ公司5768
9.71
なしあるその他の産業民間企業江蘇沙鋼グループ有限公司5771
9.71なしある
交通輸送サ
ービス業
中央企業中国航空グループ公司5770
9.71
なしあるその他の産業民間企業山東大海グループ有限公司5773
9.71なしあるその他の産業民間企業華岳グループ有限公司5772
9.71
(出所) 鐘宏武等（2017，161−169ページ）に基づき一部抜粋。
有企業が18社（74社のうち24％)
9)
，民間企業が15社（74社のうち20％）となった。この所
有形態別から，取り上げられた研究対象の大多数が中央企業であることが確かめられた。
3-2 業 種
図 3-1 は，74社における業種別の社数を示す。「製造業」23社となり，74社のうち31％を
占め，最も高い割合となった。続いて，「その他の産業」14社と「鉱業」11社が，74社のう
ちそれぞれ19％と15％を占めたが，「建築業」
社となり，74社のうち11％を占めた。その
ほか，「電力業」などが挙げられる。この結果から，2000年代以降資源を獲得するために鉱
業を中心に対外直接投資が拡大したが，現在海外市場を拡大するためとして製造業の進出が
目立っていることとなった。
3-3 CSR評価類型
中国企業の社会的責任評価類型は「卓越者（トップ）」，「領先者（リーダー）」，「追趕者
（追随者）」，「初歩者（初心者）」，「傍観者」のつのランク層を区分としている（表 3-1 ）。
前記の表 2-1 が示された本論文の分析対象となる74社の評価点数をランク層別にみると，ト
ップ層は社，リーダー層は
社，追随者層は社，初心者層は16社，傍観者層は34社で，
全体の約46％が傍観者層という結果となった（図 3-2 ）。この結果から，多くの企業が比較
的低い段階にあって，CSR行動および情報公開がまた改善する余地があると考えられる。
ここでは，CSR 評価結果80点を超えたトップ層（社）の所有形態と業種を補足する。
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央政府が管理監督する企業で，2018年月日現在全97社となっている。
9) 本論文で取り上げられた「国有企業」とは「中央企業」を除いたそのほかの国有企業，主に地方
政府が管理監督する企業を指す。
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(出所) 筆者作成。
図 3-1 業種別分布
社のうち，中央企業が社と民間企業が社となった。また，トップ層の業種別について
は，製造業，交通輸送サービス業，建築業がそれぞれ社のみとなったが，鉱業が社で際
立っていることが確かめられた。
3-4 所有形態による比較
図 3-3は中央企業，国有企業，民間企業におけるCSR評価結果について差異がみられた。
とりわけ，中央企業が43.8点で三者のうち最も高い評価結果となったが，国有企業が14.9点
で比較的低い評価結果となった。この結果から，CSR 分野において中央企業が積極的に実
施しているのに対し，国有企業が遅れを取ったことが言える。
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表 3-1 CSR 評価類型
(出所) 鐘宏武等（2017，28ページ）。
傍観者層5
初心者層4
1
リーダー層
CSR情報開示が著しく不足している。
追随者との間に若干格差がある企業：CSR への取組が始めたばかり，
完全な CSRマネジメントシステムの構築が不十分で，断片的な CSR
情報開示を行っている。
2
社会的責任の進む企業を追随する企業：CSRマネジメントへの取組
を開始し，最低限なCSR情報開示を行っている。
我が国社会的責任に優れた企業：逐次的な CSRマネジメントシステ
ムを構築し，CSR情報開示レベルが比較的高い。
我が国最も社会的責任のある企業：包括的な CSRマネジメントシス
テムを構築し，CSR情報開示レベルが高い。
特徴
20点以下
20〜40点
40〜60点
60〜80点
類型
80点以上
評価点数番号
トップ層
3 追随者層
図 3-2 CSR 評価における各ランク層の分布
①トップ層（7社）
9%
②リーダー層（8社）
11%
③追随者層（9社）
12%
④初心者層（16社）
22%
⑤傍観者層
（34社）
46%
(出所) 筆者作成。
3-5 業種による比較
図 3-4 から異なる業種について差がみられた。前述の CSR 評価類型を参照に，業種ごと
の差異を確認しておこう。建築業が49.9点で最も高い数値となったが，鉱業（48.5点），情
報と技術サービス（45.3点）と交通輸送サービス業（42.0点）が第段階「追随者層」
（40~60点）に推移している。次に，製造業（35.7点）と電力業（32.6点）が第段階「初
心者層」（20~40点）に留まる。ところが，その他の産業（17.5点）と不動産業（14.5点）
が第段階「傍観者層」（20点以下）になり，ほかの業種と比較して低い数値であることが
確かめられた。
3-6 企業 HPにおける英文CSR情報欄の有無
74社のうち，66社が企業 HP における英文 CSR 情報欄を設け，89.2％を占めた（図
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図 3-4 業種によるCSR評価結果の比較
3-5 ）。所有形態による比較では，民間企業15社のうち14社（93.3％）と最も高い比率であ
ったが，中央企業41社のうち36社（87.8％）と国有企業18社のうち16社（88.9％）において
その比率を拮抗した。
3-7 業種による企業HPにおける英文CSR情報欄の比較
では，業種による企業 HPにおける英文 CSR情報欄の開設率を比較してみる。表 3-2 は
各業種の開設企業と比率が示された。74社のうち，66社が開設されており，89.2％を占め
た。図 3-6は業種による英文 CSR情報欄の開設の分布図であり，交通輸送サービス業，不
動産業，情報と技術サービス業が100.0％となったほか，その他の産業が92.9％と比較的高
い開設率となった。一方，製造業，鉱業，建築業，電力業においてはいずれも平均開設率
（89.2％）を下回っていることが確かめられた。
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(%)
平均民間企業国有企業中央企業
(出所) 筆者作成。
図 3-5 企業 HPにおける英文CSR情報欄の開設率
表 3-2 英文CSR情報欄の開設率
(出所) 筆者作成。
55交通輸送サービス業
87.578建築業
92.91314その他の産業
66平均
5不動産業
製造業
9
89.2
100.0
鉱業
83.3
81.8
87.0
比率（％)
100.022情報と技術サービス業
100.0
74
5
6
11
開設企業（社)
23
全企業（社)業種
20
電力業 5
3-8 英文報告書における海外でのCSR情報公開の有無
74社のうち，34社が英文報告書における海外での CSR情報公開を実施しており，45.9％
を占めた。では，所有形態の比率をみておこう。図 3-7 から，中央企業41社のうち28社
（68.3％）と最も高い比率となったが，国有企業18社のうち社（5.6％）のみとなった。こ
の分野において，国有企業があまり積極的ではないと言える。他方，民間企業15社のうち
社（33.3％）となり，平均値（45.9％）よりやや低い結果となった。
3-9 業種に関する英文報告書における海外でのCSR情報公開率の比較
では，業種に関する英文報告書における海外での CSR情報公開率をみておこう。表 3-3
は各業種の公開企業と割合が示された。74社のうち，34社が公開されており，45.9％を占め
た。図 3-8 は英文報告書における海外での CSR情報公開率の分布図であり，情報と技術サ
ービス業が位となったほか，製造業，鉱業，建築業，電力業，交通輸送サービス業におい
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図 3-6 業種による英文CSR情報欄の開設率の分布
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図 3-7 英文報告書における海外でのCSR情報公開の比率
て平均公開率45.9％を上回った。ところで，その他の産業と不動産業の平均公開率が比較的
低いであることが確かめられた。
3-10 74社におけるSDGs の各項目の達成率
図 3-9は鐘宏武等（2017，22-24ページ）を参照に，筆者が74社における SDGs の各項目
の達成率を算出しており，下記の図 3-10〜図 3-12 は同様である。なお，図 3-9の縦軸の括
弧内の社数が該当した項目に関する情報開示の社数を合計したものである。ここでの達成率
の数値の算出方法は情報開示の社数を分析対象の企業数である74社で除して算出された。企
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表 3-3 業種に関する英文報告書における海外でのCSR情報公開率
(出所) 筆者作成。
35交通輸送サービス業
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図 3-8 業種による英文報告書における海外でのCSR情報公開率の分布
業にとって SDGs に求められた項目は CSR 行動への取組を客観的に評価する尺度である。
企業は該当した項目に関する取組があれば，その項目に関する開示があると考えられる。逆
に企業は SDGs に求められた項目に関する取組がなければ，その項目に関する開示がないと
考えられる。ただし，項目によっては企業が取組のあるものの，企業によって開示を行って
いない可能性があるが，本論文は開示していない項目を取組のない項目と想定する。しかし
ながら，取組んだ項目の内容が積極的に開示されることは，各ステークホルダーが企業の経
済活動への理解度を高めることに寄与できると考えられる。今後，企業は取組んできた項目
を積極的に開示することが望まれる。
では，SDGs において比較的高い達成率の項目をみておこう。「つくる責任つかう責任」
が97.3％と高い達成率が確かめられた。この項目は持続可能な生産と消費のパターンを確保
する目的とされている。大量生産大量消費の時代流れの中で，企業と消費者が商品を生産，
消費する方法を変えることで，人間活動が環境に与える負荷を削減することが求められてい
る。天然資源の効率的管理と，汚染物や廃棄物の処理方法の構築と改善は，この目標達成に
向けた重要な課題となっている。この目標の達成に向けて中国大手企業が前進していること
が伺える。続いて，「パートナーシップで目標を達成しよう」が50.0％と74社のうち半数が
公開された。この項目は持続可能な開発に向けてグローバル・パートナーシップを活性化す
る目的とされている。グローバル化に伴い，世界の結び付きは強めつつある。海外進出によ
る技術移転や技術革新を促し，開発途上国向けの投資を推進することは，持続可能な成長と
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図 3-9 74社における SDGs の各項目の達成率の分布
開発の達成に欠かせない。取り上げられた中国大手企業はこの項目において半数が取組まれ
ていることから，海外での企業活動を通じて開発途上国の持続可能な成長と開発に寄与する
ことがみられる。
さて，達成率が割以下の項目をみておこう。それは「気候変動に具体的な対策を」
（18.9％），「平和と公正を全ての人に」（17.6％），「海の豊かさを守ろう」（10.8％）が挙げ
られる。まず，「気候変動に具体的な対策を」は周知のように，現在，温室効果ガス排出量
の増加の一途を辿り，地球環境に対して対策を講じなければ，取り返しのつかない結果とな
る可能性がある。地球温暖化は地球の気候システムに長期的な変化を及ぼしていることが明
白である。企業がどう行動するかは，気候変動の影響への対策にとって，本質的な課題とな
っている。そのため，中国企業が早急に気候変動への対応に幅広い技術を活用して行動を起
こすことが望まれる。次に，「平和と公正を全ての人に」は主に平和で包摂的な社会を推進
し，関係者に司法へのアクセスを提供するとともに，責任ある包摂的な制度を構築すること
が目的とされる。平和と安全が持続している地域でなければ，その地域の開発に負の影響を
及ぼし，経済成長を損なうだけでなく，企業活動の展開に支障を来すこととなる。この平和
と安全への寄与は，企業にとって決して仕方のないことではなく，取組が必要な課題である
と考えられる。よって，中国企業も今後経済活動を展開する地域に現地の政府や関係のコミ
ュニティと協力して，平和と安全を推進することが望まれる。さらに，達成率の最も低い
「海の豊かさを守ろう」は主に持続可能な開発に向けて海洋と海洋資源を守ることが目的と
される。海洋と沿岸の生態系は陸上活動に由来する汚染物や廃棄物により左右される。持続
可能な海洋の生態系をガバナンスするために，企業の協力が不可欠である。今後，中国企業
を含めて全ての企業が地球規模での海洋が直面する課題の解決に役立ちことが求められてい
る。
3-11 中央企業41社におけるSDGs の各項目の達成率
図 3-10 は中央企業41社における SDGs の各項目の達成率を算出しており，縦軸の括弧内
の社数が該当した項目に関する情報開示の社数を合計したものである。ここでの達成率の数
値の算出方法は情報開示の社数を分析対象の企業数である41社で除して算出された。以下，
図 3-11 ，図 3-12 は同様である。
中央企業41社における達成率のトップ項目は，「つくる責任つかう責任」（97.6％），「パ
ートナーシップで目標を達成しよう」（68.3％）と「産業と技術革新の基盤をつくろう」
（65.9％）が挙げられる。「つくる責任つかう責任」と「パートナーシップで目標を達成しよ
う」の項目について，前述の本論文の分析対象74社集計結果と同様に，ともに位と位と
なった。ここでは，「産業と技術革新の基盤をつくろう」を論じる。この項目は主にインフ
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ラストラクチャーを整備し，包摂的で持続可能な産業化を推進する目的とされる。インフラ
ストラクチャーと技術革新への積極的な投資は，経済成長と開発には重要な要素とされてい
る。とりわけ，技術革新は，資源利用やエネルギー効率の改善など，経済面と環境面の課題
における持続的な解決策を見出すうえでも重要となっている。企業にとって技術革新に投資
することは，持続可能な開発を促進するための重要な手段となりつつある。中国経済網
（2017）の報道によると，国務院国有資産監督管理委員会主任肖亜慶は，中央企業の海外部
門は9,112あり，185カ国・地域に分布し，中央企業47社は現地の1,676件のプロジェクトに
参加・出資・投資しているが，インフラストラクチャー整備において，中央企業は自らの強
みを発揮し，現地の交通アクセスにおける利便性を高め，相互接続を促進していると指摘し
た。関連として，新浪財経（2017）の報道によると，交通建設大手である中国交通建設グル
ープ最高責任者は，同社だけで「一帯一路」沿線地域においては約10,320キロの道路，95の
大水深バース，10の空港，152の大橋および2,080キロの鉄道を整備しており，新たに100の
プロジェクトを契約していると述べた。また，同報道において，通信大手であるチャイナモ
バイル最高責任者は，海外における技術の標準が普及させるためとして，「一帯一路」沿線
21カ国・地域で39の TD-LTE（携帯電話を高度化した高速なデータ通信仕様である）ネッ
トワークを整備していると同時，コストパフォーマンスの高い通信情報サービスを提供して
いることにより，多くのユーザーに実益をもたらしていると述べた。上記のように，中央企
業が着実にインフラストラクチャーと技術を用いて，海外進出先によく多くの人々に交通の
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図 3-10 中央企業41社における SDGs の各項目の達成率の分布
利便性の向上や，情報ネットワークへの平等なアクセスの確保に寄与していることが明らか
である。
3-12 国有企業18社におけるSDGs の各項目の達成率
図 3-11 から国有企業18社における達成率の割以上の項目は，「つくる責任つかう責任」
（94.4％）と「パートナーシップで目標を達成しよう」（22.2％）の項目のみとなった。ち
なみに，この項目の内容と順位はいずれも前述の中央企業41社のものと同様である。ここ
では，最も低い達成率のものを論じよう。「海の豊かさを守ろう」，「平和と公正を全ての人
に」，「気候変動に具体的な対策を」，「ジェンダー平等を実現しよう」，「飢餓をゼロに」の
項目の達成率がいずれも0.0％となった。この項目のうち「海の豊かさを守ろう」，「平和
と公正を全ての人に」，「気候変動に具体的な対策を」の項目が前述の分析対象74社におい
てその達成率の低さが言及されたが，この部分では「ジェンダー平等を実現しよう」と「飢
餓をゼロに」の項目を取り上げる。
まず，「飢餓をゼロに」とは飢餓に終止符を打ち，食料の安定確保を達成することに寄与
することである。グローバルな経済進展と食糧生産拡大により，かつては飢餓に苦しんだ地
域は，とりわけアフリカやラテンアメリカといった地域は，飢餓撲滅に向けて大きな進捗を
遂げている。しかしながら，飢饉や栄養不良は依然として，一部地域の発展を妨げる大きな
障害となっている。その飢餓撲滅を救済する措置として，国際協力によってインフラストラ
クチャーと農業技術への投資を確保し，農業生産性の改善や持続可能な農業の推進が期待さ
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図 3-11 国有企業18社における SDGs の各項目の達成率の分布
れている。この目標を達成するためには，海外市場に進出する企業による協力が求められて
いる。従って，中国企業が進出先の実情に応じ，飢餓撲滅に向けて国際協力を含め，社会弱
者の食糧救済や農業生産技術の向上などに努めることが期待される。
次に，「ジェンダー平等を実現しよう」とは企業が女性に対してあらゆる形態の差別を取
り除いていくということである。男女平等について盛んに議論されているが，企業に対して
とりわけ雇用機会の平等が重要視されている。地域によっては，女性の社会進出が阻まれて
おり，雇用機会の不平等のメカニズムが存在するほか，採用や昇進など男女間に格差がみら
れる。しかしながら，職場における男女平等が実現することができなければ，従業員のモチ
ベーションに影響を与えてしまう可能性がある。さらに言えば，女性に対するあらゆる形態
の差別に終わらせることが，持続可能な開発を促進するうえで欠かせない。従って，今後，
中国企業が海外進出先においては，雇用機会や職場など男女平等を達成することにより一層
重視することが望まれる。
3-13 民間企業15社におけるSDGs の各項目の達成率
図 3-12 から民間企業15社における達成率のトップ項目は，「つくる責任つかう責任」
（100.0％），「気候変動に具体的な対策を」（40.0％）と「全ての人に健康と福祉を」
（40.0％）が挙げられる。「つくる責任つかう責任」と「気候変動に具体的な対策を」につい
て繰り返し述べてきたが，ここでは「全ての人に健康と福祉を」を取り上げる。SDGs がこ
の項目の狙いは人々の健康的な生活を確保し，福祉を推進するである。現在，世界範囲にお
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図 3-12 民間企業15社における SDGs の各項目の達成率の分布
ける疾病対策の分野では，予防と治療などにより大きな成果が得られたが，企業に対しても
社会の人々に健康と福祉への協力が求められている。例えば，医療品に関する研究開発への
支援は，手頃な価格の医薬品の提供とともに，全ての人が安全で効果的な医薬品を利用でき
るよう働きかけている。また，企業内部において，健康面での問題と言えば，過重労働など
の問題が挙げられる。企業がメンタルヘルス対策に取り組むということは，従業員の職場で
の生活を充実させ，生産性の低下や労働力の損失を防ぐということに繋がることが可能とな
る。このように，どの企業も人々に健康と福祉の責任を問われるようになった今，これらの
分野に取り組むことは，大きな課題となっている。
次に，図 3-12 から達成率の低い項目をみておこう。「海の豊かさを守ろう」（6.7％）と
「平和と公正を全ての人に」（13.3％）の項目について，前述の中央企業と国有企業と同様
に，低い達成率となった。このほか，「陸の豊かさも守ろう」（13.3％），「エネルギーを皆
に，そしてクリーンに」（13.3％）が挙げられる。このうち，「陸の豊かさも守ろう」は陸上
生態系の保護，回復および持続可能な利用の推進や生物多様性損失の阻止などを図ることが
主たる目的とする。陸上は庶民の暮らしの場であるが，企業の経済活動の場でもある。そこ
には森林・砂漠および耕作地などの生態系が存在する。これらの構成体は地球の環境保全に
おいて重要な役割を果たしており，地球環境の将来を予測するうえでも重要な要素のつで
ある。ところが，現在，多くの生態系で森林破壊や砂漠化などの荒廃が進んでおり，地球は
かつてない土地の劣化や耕作地の損失に直面している。国連大学がカナダやスリランカなど
拠点を置く研究機関の関係者である Qadir（et al., 2014）では土地劣化と回復の経済学に関
連する内容が発表され，生産性を持つ利用可能な新たな土地がほとんどない状況の中で，
2050年までに予想される急増する世界の人々に食料品を供給するためには，あらゆる土地を
利用する必要性があると強調されたうえ，塩害に遭った土地の生産性を回復させない選択肢
は人類にはないと警鐘を鳴らした。このように，塩害，干ばつや砂漠化などが深刻化する
中，耕作地の消失によりとりわけ貧しい地域に影響を及んでいる。一方，世界人口や食料需
要が増加している。この課題を克服するために，土地の生産性を完全に回復させる取組は求
められている。従って，中国企業を含め全ての企業が陸上の生態系を守り，土地劣化の阻止
や砂漠化への対処などにおいても不可欠な役割を担っていると考えられる。
続いて，「エネルギーを皆に，そしてクリーンに」は全ての人に持続可能なエネルギーへ
のアクセスを確保することが目的とされる。地球環境の温室効果ガスの排出量の多くを占め
るエネルギー起源とされる二酸化炭素の排出量が大幅に増大したことが主な原因である。こ
れが，現実に起こっている地球温暖化である。しかしながら，グローバル経済は化石燃料に
依存し，温室効果ガスの排出量増大をもたらすのも事実である。このままでは，地球環境が
ますます悪化してしまう恐れがある。そこで，従来の化石燃料から脱却して，資源を有効活
中央大学経済研究所年報 第50号334
用した低炭素経済システムの確立を模索することが求められる。即ち，二酸化炭素排出量や
化石燃料の使用は，経済成長から切り離され，エネルギー供給の多様化を目指すこととな
る。言い換えると，クリーンなエネルギー源を提供することは，経済成長を促しつつも環境
保全を図るうえで不可欠な目標である。現在，中国国内において，例えば発電の分野では風
力や太陽光をはじめとするクリーンなエネルギーの利用が拡大されており，クリーンなエネ
ルギーは今後も強化されると予想される。米国のエネルギー経済・財務分析研究所である
IEEFA（2017）が公表された中国の再生可能なエネルギー戦略に関する報告書では，中国
の2015年の再生可能なエネルギーへの投資額（1,000億ドル超え）は，世界市場の再生可能
なエネルギー投資額の分のを超える規模で，第位の米国（441億ドル），第位の日本
（362億ドル）を大きくリードしており，中国が再生可能なエネルギーへの投資を拡大してお
り，技術，投資，製造，雇用においてリーダーシップを発揮していると記述した。また，同
報告書から，中国企業や関係機関は国内での投資が中心となっているが，再生可能なエネル
ギーの進展の機会を海外に求める傾向が強まっていることが指摘された。中国政府はグリー
ン成長へと移行させる政策を積極的に推進しているが，中国企業は国内市場だけでなく，こ
れから海外進出にあたって，より積極的なクリーンなエネルギーへの利用や投資が期待され
る。
3-14 所有形態におけるSDGs の各項目の達成率の比較
表 3-4 は所有形態における SDGs の各項目の達成率を示すが，図 3-13は表 3-4 に基づき，
形態ごとの SDGs の各項目の達成率をグラフで表わしたものである。まず，項目に関して
は，中央企業，国有企業，民間企業を問わず，三者ともに「つくる責任つかう責任」が最も
高い達成率となったが，「海の豊かさを守ろう」が最も低い達成率となった。また，三者に
おいて，「平和と公正を全ての人に」がいずれも比較的低い達成率であることが確かめられ
た。
続いて，所有形態ごとの各項目の達成率に関して，中央企業は全17項目においていずれも
国有企業を凌駕したが，「つくる責任つかう責任」と「気候変動に具体的な対策を」を除い
て15項目において民間企業を上回った。「つくる責任つかう責任」について，繰り返し述べ
たように，どの形態も高い達成率となり，かつ，その数値が接近していることが確かめられ
た。ところが，「気候変動に具体的な対策を」において，中央企業と国有企業がワースト
位とワースト位となった一方，民間企業が上位位に入った。この項目に関して，民間企
業が中央企業や国有企業と違って，比較的上位に位置することが確かめられた。この順位か
ら，民間企業が気候変動に立ち向かう姿勢が覗かせる。経済活動に伴って発生する気候変動
によって生じる影響への対策が必要であることが明白であるが，中央企業と国有企業に比
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べ，民間企業が気候変動対策をリードしていることと言える。今後，地球規模の低炭素化に
向けた流れはもはや後戻りすることなく，中国企業は所有形態を問わず，自社製品やサービ
スを通じて気候変動対策と持続可能な社会の実現に寄与していくことが求められる。さら
に，民間企業は全17項目の達成率においていずれも国有企業を上回った結果となった。総じ
て，国有企業が全17項目の達成率において全て最も低いであることが明らかになった。中国
では政府だけでなく，中央企業をはじめとする国有企業が積極的に公共的な財・サービスの
提供主体となり，地域社会との共存共栄などにおいて国有企業の果たす役割に期待が高まっ
ている。よって，国有企業にとっても，現地社会のステークホルダーに責任のある行動を展
開されるのが望まれる。
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表 3-4 所有形態における SDGs の各項目の達成率
（単位：％）
(出所) 筆者作成。
0.031.7飢餓をゼロに
13.30.026.8平和と公正を全ての人に
40.00.019.5気候変動に具体的な対策を
11.1住み続けられる町づくりを
5.6陸の豊かさも守ろう
海の豊かさを守ろう
0.0
39.0貧困を撲滅しよう
33.3
13.3
ジェンダー平等を実現しよう
26.7
26.7
6.7
民間企業
(15社)
20.011.134.1安全な水とトイレを皆に
20.0
エネルギーを皆に，そしてクリーンに
36.6
31.7
29.3
26.8
国有企業
(18社)
17.1
中央企業
(41社)
40.016.7
項目
0.0
43.9全ての人に健康と福祉を
33.311.1
パートナーシップで目標を達成しよう
26.716.765.9産業と技術革新の基盤をつくろう
33.35.663.4質の高い教育を皆に
33.311.153.7働き甲斐も経済成長も
13.35.651.2
100.094.497.6つくる責任つかう責任
33.322.268.3
人や国の不平等をなくそう 5.6
．お わ り に
以上，本論文での主たる研究結果は以下のようにまとめることができる。第に，74社の
評価結果をつのランク層に区分すると，最も低いランク層である傍観者層（20点以下）は
34社となり，全体の46％を占めた。取り上げられた企業のうち約半分が最も低いランク層に
属していることから，今後，海外における CSR のマネジメントシステムの構築が急務とな
ろう。第に，所有形態による CSR 評価結果について，中央企業が43.8点，民間企業が
33.5点，国有企業が14.9点と，国有企業がほかの形態と比較して遅れを取っていることが明
らかになった。また，異なる業種による CSR 評価結果について，建築業が49.9点で最も高
い数値であったが，不動産業（14.5点）が最も低い数値であった。第に，現地のステーク
ホルダーへの CSR情報公開が不十分である。英文報告書における海外での CSR情報公開に
ついて，74社のうち34社が実施したが，逆に言えば半分以上は実施されていないことが確か
められた。とりわけ，国有企業18社のうち社（5.6％）のみ実施となり，その比率の低さ
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(出所) 筆者作成。
図 3-13 所有形態における SDGs の各項目の達成率の分布
が露呈された。なお，業種に関する英文報告書における海外での CSR情報公開について，
混業と不動産業がいずれも割か割以下の公開率で比較低い数値であることが確かめられ
た。第に，74社における SDGs の各項目の達成率について，トップ項目が「つくる責任
つかう責任」（97.3％），「パートナーシップで目標を達成しよう」（50.0％），「産業と技術革
新の基盤をつくろう」（45.9％）となり，「つくる責任つかう責任」がダントツ位であるこ
とが明らかになった。一方，ワースト項目が「海の豊かさを守ろう」（10.8％），「平和と
公正を全ての人に」（17.6％），「気候変動に具体的な対策を」（18.9％）となり，持続可能な
海洋の生態系への取組や気候変動への対応という環境保全に関する取組が脆弱であることが
明白された。第に，所有形態における SDGs の各項目の達成率について，中央企業，国有
企業，民間企業を問わず，どの形態も「つくる責任つかう責任」の項目が最も高い達成率と
なったが，どの形態も「海の豊かさを守ろう」の項目が最も低い達成率となったことが確か
められた。さらに，所有形態ごとの各項目の達成率に関して，中央企業は SDGs の全17項目
においていずれも国有企業を凌駕したが，「つくる責任つかう責任」と「気候変動に具体的
な対策を」を除いて15項目において民間企業を上回った。さらに，民間企業は全17項目の達
成率においていずれも国有企業を上回った結果となった。総じて，国有企業が全17項目の達
成率において全て最も低いことが明らかになった。
筆者は上記これらの課題を改善するために，次のつの視点を議論する。第点に，CSR
行動を企業のリスクマネジメントの一環として取り組むことが望まれる。リスクマネジメン
トにおいては，企業とステークホルダーとのコミュニケーションを図ることにより，無用な
訴訟など回避できるからである。中国企業は，事業が拡大するにつれて，リスクを回避すべ
くリスクマネジメントの視点に基づき，企業の一部の利潤を CSR 行動に使用することによ
り，現地のステークホルダーの要望に応えて，企業の経済活動における悪影響を低減させる
必要があると考えられる。第点に，現地のステークホルダーに対して分かりやすくかつ充
実した CSR情報公開が求められる。現在，多くの大手企業が CSRを実施し，定期的にその
情報を発信しようとしている。ただし，企業によって現地のステークホルダーに向けた言語
を使用せずに，結果的に実施されてきた CSR 行動を十分に伝達されていないこととなる。
また，CSR情報公開に関しては現地のステークホルダーに関係する活動公開が望ましい。
現地のステークホルダーにとって遠い存在となる外国の情報が多く記述されても，薄れた関
心のままに終わってしまう可能性がある。即ち，企業が現地のステークホルダーにとって身
近でかつ知りたい情報を公表することが求められている。要するに，企業が現地のステーク
ホルダーに対して現地の言葉により分かりやすくかつ関係性の強い情報を公表することがで
きれば，企業とステークホルダーとの情報の不対称性が小さくして，ステークホルダーが企
業への不信感をある程度解消できると考えられる。第点に，環境保全をより積極的な取組
中央大学経済研究所年報 第50号338
が期待される。74社において「海の豊かさを守ろう」と「気候変動に具体的な対策を」がワ
ースト位とワースト位となったが，この項目がいずれも環境保全に関係する。環境問
題が世界的な注目を浴びている今，先進国だけでなく，発展途上国も環境問題への配慮が強
く求められている。中国においても環境保護部（2014）は環境保護に関する法律である「環
境保護法」が大きく改正され，2015年月日から施行された。この改正法は1989年制定か
ら25年を経てはじめて改正で，企業の環境活動を実施するための政府の対策として，ますま
す規制が厳しくなっていくことを捉える。中国政府が環境保護規制の強化に力を注いでいる
最中で，中国企業は国内外における重大な注意を払って環境保護への対応を今から自主的に
進めておくことが重要と考えている。第点に，海外における中国企業の CSR 行動を推進
するためとして，現地政府による賞与の措置が視野に入れることである。現在，多くの先進
国では寄付といった慈善活動における減税措置を講じており，CSR 行動への取組にメリッ
トを付与している。中国企業が経済活動を展開する地域において，先進国だけでなく，発展
途上国政府がこういった企業の積極的な CSR 行動による減税や税制優遇を取ることで，
CSR 行動を推進することである。ようするに，明確な経済的価値の提示によって，CSR 行
動を促すような賞与を検討する必要があると考えられる。以上の研究結果と今後の改善策を
まとめたが，本論文の研究対象以外の企業が本論文の分析結果を参考し，今後，海外におけ
る自社のCSR行動におけるパフォ−マンスが改善されことに筆者は期待している。
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